
意見書 

「地方公共団体個人データ保護・活用法」（仮称）の制定を求める 

～ 総務省「地方公共団体の保有するパーソナルデータに関する検討会」 

報告書案を受けて 

２０１７年４月１３日 

番号創国推進協議会 

番号創国協議会では、個人情報保護法制２千個問題と官民データ活用につい

て従来から問題提起を行ってきた。（２０１５年意見書、２０１６年意見書） 

２０１６年１２月には、「官民データ活用推進基本法」が議員立法により成立

し、データ活用に向けた政府の体制整備が図られた。 

こうした中、総務省では２０１６年９月から、「地方公共団体の保有するパー

ソナルデータの活用に関する検討会」が開催され、地方公共団体に焦点をあてた

検討がなされてきた。 

３月２９日会合で報告書案が提示されたが、残念ながら、官民データ活用推進

の観点から問題ある内容といわざるをえない。 

報告書案では、「同じデータをある地方公共団体からは提供されたが、別の地

方公共団体からは対応できないといった状況となった場合、民間としては使い

にくい仕組みになってしまうとの指摘」があったことを踏まえ、特に匿名加工

（非識別加工）基準などのルールに関しては、国・民間と「同等の内容であるこ

とが望ましい」としている。 

 一方で、そのルール整備は地方公共団体の条例に委ねることとし、モデル条例

案の提示がなされている。加えて、「非識別加工情報の仕組みの導入についても、

地方公共団体の規模は様々であること、非識別加工情報の仕組みでは専門的知

識が必要になることなどを踏まえると、まずは準備の整った地方公共団体か

ら・・」との方向が示されている。 

 すでに政府内でも問題指摘がなされているが（３月３１日規制改革推進会議

投資等ＷＧ／資料１－１）、報告書案の方向で、ルール設定を地方公共団体の条

例に委ねたのでは、条例の内容や運用に差異が生じ、また、条例整備の時期にも

ばらつきが生ずる可能性が高い。さらに、「準備の整った地方公共団体から」と

の方針が示されていることにより、問題は増幅するおそれがある。 

参考資料１－２



 地方公共団体にとっては、匿名加工のような新たな取組につき条例改正を行

うことは、大きな負担である。全国の地方公共団体にこうした行政コストをかけ

ての条例改正を促し、結果として、報告書案で指摘される「同じデータをある地

方公共団体からは提供されたが、別の地方公共団体からは対応できないといっ

た状況」をもたらすことは、全く合理性を欠くと考える。 

 総務省において、上記報告書案の方向を軌道修正し、当協議会がかねてより指

摘しているとおり「立法措置による解決」を早急に図るべきである。「地方公共

団体個人データ保護・活用法」（仮称）を制定し、地方公共団体の保有する個人

データの活用に関しては、条例ではなく法律でルール整備を行うことを求める。 
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